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第３期 岐阜市教育振興基本計画（素案） 
（期間：平成３０年度からの５年間） 

・「第３期岐阜市教育振興基本計画（素案）」のスライド中、スライド右下に「関連資料」と記載してあるもの 
 があります。当該スライドの関連情報として本資料（参考２）が対応しています。 
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学習指導要領の改訂に向けた国の議論の経過 

◆ 約１０年ごとに改訂されてきた学習指導要領について、平成２６年１１月、 
  中央教育審議会に「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について」諮問された。 

◆ 以降、国において議論が重ねられ、文部科学大臣への答申を経て、 
  平成２９年３月に幼小中の学習指導要領等の改訂告示が公示された。 

これまでの中教審の議論の経過 

出所：「新しい学習指導要領の考え方」（文部科学省） 3 



Ｑ：「人生を楽しむ都市」づくりを進めるために位置付けられた以下の政策（９項目）の評価（満足度）をしてください。 

◆ 政策の評価（満足度）として、 
  比較的高い評価である「５」、「４」を回答した割合の合計が最も高かった政策は、「学校教育の充実」（26.8%） 

出所：「平成２８年度市民意識調査結果報告書の概要（後略）」から転載（岐阜市） ※調査時期Ｈ２８.１０～１２ 

学校教育の充実に関する政策の満足度 
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教育環境の充実に関する政策への期待 

出所：「平成２８年度市民意識調査結果報告書の概要（後略）」から転載（岐阜市） ※調査時期Ｈ２８.１０～１２ 

◆優先すべき政策のうち、選択された割合が最も高かったものは、「教育環境の充実」（４７．５％） 

Ｑ：「人生を楽しむ都市」づくりを進めるために位置付けられた政策（９項目）のうち優先すべき政策はどれですか。 
（３つ選択）（Ｎ＝１，８３５） 
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6 出所：平成２９年５月東海心理学会第６６回大会などでの発表内容に基づき教育政策課作成 

子ども 

学 校 

家 庭 

地 域 

岐阜市の家庭や地域、学校の声（ヒアリング結果から） 

・嬉しいのは、先生や地域の人の色々な考えを聞けて、 
 子どものことを考えていることが伝わること。 

・学校運営協議会の委員の中にＰＴＡ元会長が入る 
 ことになっているので、仕事内容を聞きやすい。 

・新しく赴任した先生とも、ゲストティーチャーとして 
 打合せなどを通して顔なじみになる。 

「教師・保護者・地域住民の相互コミュニケーションに関する研究プロジェクト」 
                   ・岐阜聖徳学園大学教育学部   吉田准教授  
                   ・岐阜大学大学院教育学研究科 吉澤准教授 

・何十年か先に、地域のことを大切にする大人に 
 育ったところを見るのが楽しみ。 

・地域の人に呼びかけたらすぐにかけつけてくれた。 

・地域住民と保護者をつなげるのも 
 学校の役割ではないかという認識が、 
 教職員の間でいま広がりつつある。 
 

・最初は面倒だ、親や先生の仕事だろうと思ったが、 
 関わってみると面白くなった。 

・学校の行事に参加すると子ども達から元気をもらえる。 

・外で会っても挨拶してくれる学生を見て、色々とやってきて 
 良かったと感じる。 

・自分の子どもが大きくなって身内に小さい子どもが 
 いなくなったが、学校が地域の人を歓迎する姿勢を 
 見せてくれるので行きやすい。 



◆ 子どもと、 
 ・保護者との関わり 
 ・子ども同士の関わり 
 ・様々な立場の大人との関わり 

“つながり”の効果 

背後にあるもの 

学
校
内 

学
校
外 

コモン 
（ボリューム） 

チャレンジ 
サポート 人々の信頼関係や結びつき ～ソーシャル・キャピタル～ 

◆ 保護者と、 
 ・学校との関わり 
 ・保護者同士の関わり 
 ・地域との関わり 

◆ 地域と、 
 ・学校との関わり 

出所：岐阜市総合教育会議（Ｈ２９.８.３）における吉澤岐阜大学准教授の説明に基づき教育政策課作成 

○ 地域住民の持つ集合的有能感が子どもの社会性や学力に関連 

○ 子どもを取り囲むさまざまな他者の全般的なかかわりが、子どもの健全な成長に重要 

○ 子どもとの個別のかかわりだけではなく、大人どうしの連携も子どもの成長に重要 

○ 地域住民や保護者の連携が子どもの地域への愛着や交流を高め、そして学力や社会性、 
  学級への適応感を向上 

○ コミュニティ・スクールを設置して年数の経過した岐阜市の小学校では、保護者の連携意識が高く、 
  保護者の姿勢は子どもの学習と関連 

※ 集合的有能感：みんなでより良い環境をつくることができるという感覚 

◆ 岐阜市における調査研究の結果を踏まえて 

◆ 学校が地域と連携して子どもの成長への関心を持ってもらうことが重要 

◆ 保護者が連携する姿勢を子どもに見せることで子どもが学習する姿勢に好影響 
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「地域の教育力」に対する認識 ① 

◆ 地域の教育力：低下を感じる保護者 

※保護者が住んでいる地域では、「地域の教育力」（地域内の子ども、保護者、一般住民が交流などを行うことにより、地域全体で子どもを育て、 
  守る雰囲気やしくみを生み出すこと）が、自身の子ども時代と比較してどのような状態にあると思うか、上記グラフの選択肢の中から１つを選択 

出所：「地域の教育力に関する実態調査報告」（株式会社日本総合研究所：平成１７年度文部科学省委託調査）から転載 8 



「地域の教育力」に対する認識 ② 

◆ 「地域の教育力」が以前に比べて低下している主な要因（複数回答、上位５項目、Ｎ＝１，６０６） 

出所：「地域の教育力に関する実態調査報告」（株式会社日本総合研究所：平成１７年度文部科学省委託調査）から転載 9 



「地域の教育力」に対する認識 ③ 

◆子どもが健やかに育まれるために地域で力を入れるべきこと（複数回答）（Ｎ＝２，８８８） 

出所：「地域の教育力に関する実態調査報告」（株式会社日本総合研究所：平成１７年度文部科学省委託調査）から転載 10 



家庭教育、学校教育、社会教育 

学校教育 

社会教育 

出所：浅井経子「生涯学習概論 －生涯学習社会への道－」（Ｈ２２.９／理想社） 

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、 
特別支援学校および幼稚園で行われる教育 

学校教育、家庭教育以外の社会の中で行われる教育 

家庭教育 家庭で保護者が子どもに行うしつけや教育 

◆ 教育は主に以下の３つに分類できる 
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点検評価の状況 

◆ 毎年、外部の有識者によって構成される会議において前年度の施策の状況を点検評価している 

これまでの点検評価の状況 

Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

第２期 教育振興基本計画 第１期 第３期 

※委員３人以内で組織しており大学教員等が参画 （岐阜市教育委員会事務点検評価委員会） 、 

※ 

事務・事業実施 

事務・事業実施 

事務・事業実施 

事務・事業実施 

◆ 結果を市議会（９月議会）へ報告するとともに施策の改善・見直しを実施している 

★ 会議で点検評価 
 
   ★ 結果を市議会へ報告 

★ 会議で点検評価 
 
   ★ 結果を市議会へ報告 

★ 会議で点検評価 
 
   ★ 結果を市議会へ報告 

事務・事業実施 

★ 会議で点検評価 
 
   ★ 結果を市議会へ報告 
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◆ 平成３２年度以降実施される学習指導要領において、 
  学校教育全体を通してどのような資質・能力の育成を目指すのかを明確にしながら、 
  教育活動の充実を図るものとされており、その際、児童生徒の発達の段階や特性等を踏まえつつ、 
  次に掲げることが偏りなく実現できるようにするものとされている。 

  ① 知識及び技能が習得されるようにすること 
  ② 思考力、判断力、表現力等を育成すること 
  ③ 学びに向かう力、人間性等を涵養すること 

次期学習指導要領：育成を目指す資質・能力の三つの柱 

育成を目指す資質・能力の三つの柱 

出所：「（前略）学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」補足資料から転載（文部科学省） 13 



小学校段階におけるプログラミング教育の在り方について 

出所：「新しい学習指導要領の考え方－中央教育審議会における議論から改訂そして実施へ－」から転載（文部科学省） 14 



公立小・中学校の教員の年齢構成 

出所：「今後の検討すべき主な事項（案）に関する参考資料」から転載（文部科学省：学校における働き方改革特別部会）※Ｈ２９.７.１１ 

◆ 若年層の割合が増加傾向 
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学校現場が抱える課題の状況 

出所：「今後の検討すべき主な事項（案）に関する参考資料」から転載（文部科学省：学校における働き方改革特別部会）※Ｈ２９.７.１１ 16 


